
記
録
項
目
」
と
あ
る
の
は
「
貨
物
の
数
量
及
び
価

格
並
び
に
輸
入
の
許
可
の
年
月
日
」
と
、
同
条
第

二
項
中
「
第
一
号
、
第
二
号
」
と
あ
る
の
は
「
第

一
号
」
と
、「
法
第
四
条
第
二
項
」と
あ
る
の
は「
関

税
法
第
七
条
の
九
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法

第
四
条
第
二
項
」
と
、「
国
税
関
係
書
類
（
法
第
二

条
第
二
号
に
規
定
す
る
国
税
関
係
書
類
を
い
う
。

以
下
同
じ
。）」
と
あ
る
の
は「
関
税
関
係
書
類（
関

税
法
第
七
条
の
九
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
保
存
を

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
書
類

を
い
う
。
以
下
同
じ
。）」
と
、「
、
勘
定
科
目
、
取

引
金
額
そ
の
他
の
国
税
関
係
帳
簿
の
種
類
に
応
じ

た
主
要
な
記
録
項
目
」
と
あ
る
の
は
「
貨
物
の
品

名
、
数
量
及
び
価
格
、
仕
出
人
の
氏
名
又
は
名
称

並
び
に
輸
入
の
許
可
の
年
月
日
」
と
、「
そ
の
他
の

日
付
」
と
あ
る
の
は
「
取
引
年
月
日
そ
の
他
の
日

付
」
と
、「
日
付
又
は
金
額
」
と
あ
る
の
は
「
貨
物

の
数
量
及
び
価
格
並
び
に
輸
入
の
許
可
の
年
月

日
」
と
、「「
日
付
」」と
あ
る
の
は「「
取
引
年
月
日

そ
の
他
の
日
付
」」と
、
同
条
第
三
項
、
第
四
項
、

第
五
項
各
号
列
記
以
外
の
部
分
及
び
第
七
号
並
び

に
第
六
項
中
「
法
第
四
条
第
三
項
」
と
あ
る
の
は

「
関
税
法
第
七
条
の
九
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す

る
法
第
四
条
第
三
項
」
と
、
同
条
第
三
項
、
第
五

項
及
び
第
六
項
、
同
規
則
第
四
条
第
二
項
並
び
に

第
六
条
第
一
項
第
四
号
中
「
国
税
関
係
書
類
」
と

あ
る
の
は
「
関
税
関
係
書
類
」
と
、
同
規
則
第
三

条
第
五
項
第
二
号
ロ

、
同
規
則
第
四
条
第
一
項

第
五
号
及
び
第
三
項
第
一
号
並
び
に
第
八
条
第
一

項
中
「
国
税
に
関
す
る
法
律
」
と
あ
る
の
は
「
関

税
法
施
行
令
第
四
条
の
十
二
第
四
項
」
と
、
同
規

則
第
三
条
第
五
項
第
四
号
中
「
事
項
（
当
該
保
存

義
務
者
が
中
小
企
業
基
本
法
（
昭
和
三
十
八
年
法

律
第
百
五
十
四
号
）
第
二
条
第
五
項
（
中
小
企
業

者
の
範
囲
及
び
用
語
の
定
義
）
に
規
定
す
る
小
規

模
企
業
者
で
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
ロ
に
規
定
す

る
定
期
的
な
検
査
を
国
税
通
則
法
第
七
十
四
条
の

九
第
三
項
第
二
号
（
納
税
義
務
者
に
対
す
る
調
査

の
事
前
通
知
等
）
に
規
定
す
る
税
務
代
理
人
が
行

う
こ
と
と
し
て
い
る
と
き
は
、
イ
に
掲
げ
る
事
項

を
除
く
。）」
と
あ
る
の
は
「
事
項
」
と
、
同
項
第

六
号
ニ
及
び
同
条
第
六
項
中
「
国
税
庁
長
官
」
と

あ
る
の
は
「
財
務
大
臣
」
と
、
同
条
第
五
項
第
七

号
中
「
同
号
イ
中
「
、
勘
定
科
目
」と
あ
る
の
は
、

「
そ
の
他
の
日
付
」」と
あ
る
の
は
「
同
号
中
「
輸

入
の
許
可
の
年
月
日
」
と
あ
る
の
は
「
取
引
年
月

日
そ
の
他
の
日
付
」」と
、
同
規
則
第
四
条
第
一
項

中
「
法
第
五
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
関
税
法

第
七
条
の
九
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
五

条
第
一
項
」
と
、「
受
け
て
い
る
国
税
関
係
帳
簿
」

と
あ
る
の
は
「
受
け
て
い
る
関
税
関
係
帳
簿
」と
、

同
項
第
二
号
中
「
国
税
関
係
帳
簿
の
種
類
、
取
引

年
月
日
そ
の
他
の
日
付
及
び
勘
定
科
目
（
勘
定
科

目
が
主
要
な
記
録
項
目
で
な
い
国
税
関
係
帳
簿
に

あ
っ
て
は
、
勘
定
科
目
を
除
く
。）」
と
あ
る
の
は

「
輸
入
の
許
可
の
年
月
日
」
と
、
同
項
第
五
号
中

「
国
税
関
係
帳
簿
の
」
と
あ
る
の
は
「
関
税
関
係

帳
簿
の
」
と
、「
当
該
国
税
関
係
帳
簿
に
係
る
国
税

の
国
税
通
則
法
第
二
条
第
七
号
（
定
義
）
に
規
定

す
る
法
定
申
告
期
限
（
当
該
法
定
申
告
期
限
の
な

い
国
税
に
係
る
国
税
関
係
帳
簿
に
つ
い
て
は
、
当

該
国
税
の
同
条
第
八
号
に
規
定
す
る
法
定
納
期

限
）
後
三
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
（
当
該
保

存
義
務
者
が
当
該
国
税
関
係
帳
簿
に
係
る
国
税
の

納
税
者
（
同
条
第
五
号
に
規
定
す
る
納
税
者
を
い

う
。）で
な
い
場
合
に
は
、
当
該
保
存
義
務
者
が
当

該
納
税
者
で
あ
る
と
し
た
場
合
に
お
け
る
当
該
期

間
に
相
当
す
る
期
間
）」と
あ
る
の
は
「
三
年
を
経

過
す
る
日
ま
で
の
間
」
と
、
同
規
則
第
四
条
第
二

項
中
「
法
第
五
条
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
関
税

法
第
七
条
の
九
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第

五
条
第
二
項
」
と
、「
国
税
関
係
帳
簿
の
種
類
、
取

引
年
月
日
そ
の
他
の
日
付
及
び
勘
定
科
目
（
勘
定

科
目
が
主
要
な
記
録
項
目
で
な
い
国
税
関
係
帳
簿

に
あ
っ
て
は
、
勘
定
科
目
を
除
く
。）」
と
あ
る
の

は
「
輸
入
の
許
可
の
年
月
日
」
と
、
同
条
第
三
項

及
び
第
四
項
中
「
法
第
五
条
第
三
項
」
と
あ
る
の

は
「
関
税
法
第
七
条
の
九
第
二
項
に
お
い
て
準
用

す
る
法
第
五
条
第
三
項
」
と
、
同
規
則
第
四
条
第

三
項
第
一
号
中
「
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
全
部
」

と
あ
る
の
は
「
関
税
関
係
帳
簿
書
類
（
関
税
関
係

帳
簿
又
は
関
税
関
係
書
類
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

の
全
部
」
と
、「
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
」
と

あ
る
の
は
「
関
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
」
と
、

同
号
及
び
同
規
則
第
七
条
中
「
法
第
九
条
」
と
あ

る
の
は
「
関
税
法
第
七
条
の
九
第
二
項
に
お
い
て
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